
証券コード 2344
2025年６月11日

（電子提供措置の開始日 2025年６月５日）

株 主 各 位
神奈川県平塚市桜ケ丘１番 35号

代表取締役社長 山 田 朗 弘

第56回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。

さて、当社第56回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第56回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し

ております。

・当社ウェブサイト https://www.heian-group.co.jp/ir/

上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

・東京証券取引所ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権をご行

使いただくことができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参

考書類をご検討いただきまして、2025年６月26日(木曜日)午後5時00分までにご行使い

ただきますようお願い申し上げます。

敬 具

記

１．日 時 2025年６月27日（金曜日）午前11時

２．場 所 神奈川県平塚市平塚５丁目23番12号
カルチャーＢＯＮＤＳ平塚４階 富士の間
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第56期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告及
び計算書類報告の件

２．第56期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）連結計算書
類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件
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決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

第４号議案 補欠監査役１名選任の件
以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ
たものとして取り扱わせていただきます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容
を掲載させていただきます。

◎インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネット
によるものを有効な議決権行使として取り扱わさせていただきます。また、インタ
ーネットによって複数回議決権を行使された場合は、最終のものを有効な議決権行
使として取り扱わさせていただきます。
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事 業 報 告

( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における日本経済の概況は、先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政

策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されます。ただし、米国の通商政策の影響による景気

の下振れリスクが高まっていること、加えて物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を通じて

個人消費に及ぼす影響等も、我が国の景気を下押しするリスクとなっております。また、金融資本

市場の変動等の影響に十分注意する必要があります。

経済産業省「特定サービス産業動態統計確報」（サンプル調査）によりますと、結婚式場業の2024

年（1－12月）売上高は229,253百万円、組数は63,190組と前期に比べ売上高・組数共に減少してお

ります。また、葬儀業の2024年（1－12月）売上高は610,898百万円、件数は502,921件と売上高・件

数共に前期に比べ増加しております。

このような環境下におきまして、当社及び連結子会社は周辺売上増強、新商品・新サービスによ

る収益源の確保に努めるとともに、コスト改善による利益率維持向上に努めてまいりました。

セグメントごとの業績は以下のとおりであります。

① 冠婚事業

当事業では、コロナ禍を経てよりプライベートな空間や形式にこだわらないウェディングスタイ

ルへの変遷によりニーズが多様化しております。その中で顕著に加速したフォトウェディングニー

ズの対応として各種衣裳レンタルの強化、ＳＮＳを活用した広域への広告宣伝の強化を図っていま

す。加えて従来の施設周辺エリアの露出を強化するとともに、ドレスフェスタの開催、家族だけの

結婚式専用プランの提案、顧客のライフサイクルに合わせた写真撮影といった商品の販売強化に取

り組み新規顧客誘引に努めてまいりました。

その結果、売上高は275百万円（前年同期比3.8％減少）、営業利益は35百万円（前年同期比18.9％

減少）となりました。

② 葬祭事業

当事業は、平安レイサービス及びさがみライフサービスの２社で構成されております。

当連結会計年度において建物貸切型の小規模葬祭施設として2024年５月に「湘和会館竹松」、

2024年９月に「湘和会館国府津」、2024年11月に「湘和会館北鎌倉」を開業し順調に施行件数を伸ば

しました。

また、故人を生花で囲んで送る「花園」や想い出の品々で人柄を表現する「追悼壇」、オブジェや

装飾と生花を融合させた「追悼生花祭壇」、重低音から超高音まで原音を忠実に再現する「オリジナ

ル大型スピーカー」により故人を偲ぶ音楽葬をはじめとした自由葬の提案等、従来の形式的な葬儀

のみならず近年の多様化するニーズを見据え無宗教葬へのアプローチも強化致しました。また、ご

家族が故人にゆったりと寄り添えるご安置個室「貴殯室」、その他社内制作によるオリジナル商品を

通じてご家族の方々の想いを形にする提案を継続致しました。加えて、幅広い顧客ニーズに対応す

るべく「追悼生花祭壇」のラインナップを追加致しました。

教育面では、当社独自となる生前相談の研修であるカウンセリングセールストーク研修、潜在的

な想いを当社オリジナル商品を通じて具現化するコンサルティングセールストーク研修を現場で常

に行えるよう、管理職に対して改めて実施いたしました。また、対応品質改善による生前相談数増

加と決定率向上のため、電話やメール相談を管理して集中対応するコールセンター機能を構築し顧

客満足度向上に努めてまいりました。
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その結果、当連結会計年度において当社主要エリアにおける死亡人口増減率は前年同期に比べ上

昇する中、当社及び連結子会社の葬儀施行件数は増加となりました。また、各種対策の効果により

葬祭一件単価も増加したため、売上高は9,192百万円（前年同期比5.8％増加）、営業利益は2,647百

万円（前年同期比6.9％増加）となりました。

③ 互助会事業

当事業では、葬儀施行において互助会利用件数及び葬祭一件単価が増加したことにより、売上高

は224百万円（前年同期比6.0％増加）、営業利益は137百万円（前年同期比12.4％増加）となりまし

た。

④ 介護事業

当事業では、訪問入浴の休止による影響を受けましたが、積極的な営業活動により高齢者向け賃

貸住宅では入居者数が増加、グループホームやデイサービスでは稼働率の改善により、売上高は

1,110百万円（前年同期比1.2％増加）、営業利益は25百万円（前年同期比20.8％増加）となりまし

た。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は10,597百万円（前年同期比5.1％増加）、営業利益

は1,742百万円（前年同期比6.8％増加）、経常利益は1,887百万円（前年同期比7.1％増加）となりま

した。介護事業において一部の施設での収益性低下により、当該事業に係る固定資産等について回

収可能性を検討した結果、減損の兆候が認められたため22百万円の減損損失を特別損失に計上した

結果、親会社株主に帰属する当期純利益は1,362百万円（前年同期比53.4％増加）となりました。

なお、各事業の売上高、営業損益はセグメント間の取引による金額を含んでおります。

(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度に実施いたしました設備投資総額は、807百万円であります。その主な内訳は、

葬祭事業における「湘和会館竹松」の新規開業144百万円、「湘和会館国府津」の新規開業138百万

円、「湘和会館北鎌倉」の新規開業117百円であります。

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度中に実施いたしました設備投資等の所要資金には、自己資金を充当いたしまし

た。

(4) 対処すべき課題

当社が対処すべき課題としては、以下の事項を重点的に取り組んでまいります。

①新商品・新サービスの企画と提案販売の促進

・オリジナル商品とサービス企画立案の継続、既存差別化商品の販売促進

・グループ全体売上の確保と外部収入の確保

（主に食料品関連、生花関連、音響・映像分野、家具備品、セレモニー商品）

・顧客情報の再整理による営業強化

②葬儀周辺売上強化

・法事やメモリアル商品の売り上げ増進

・仏壇、仏具、墓地の紹介手数料の増進

・相続に関連する紹介手数料や不動産仲介の受託増進

③既存営業エリアの地盤強化と新規営業エリアへの拡大

・シェア率の低い地区や新規エリアへの市場規模に応じた出店拡大

・小規模化に対応する為の既存大型葬祭施設の改修及び建替え

・既存施設のご安置機能強化
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④生産性と労務効率の向上

・内製部門の最新設備の導入による自動化、高速化の推進

・様々な働き方提案による採用強化

・自己学習可能な映像媒体マニュアルの拡充

・部門やグループ各社を超えたマルチジョブスタッフの育成

⑤管理統制システムの強化

・既存電算システムの拡充およびインターネット環境でのセキュリティ強化

・葬祭部門や調理部門の電子管理統制システムの拡充

(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第53期

2022年３月期

第54期

2023年３月期

第55期

2024年３月期

第56期

(当連結会計年度)

2025年３月期

売 上 高（千円) 8,972,318 9,669,592 10,081,906 10,597,522

経 常 利 益（千円) 1,366,312 1,627,153 1,762,790 1,887,046

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 931,726 1,053,195 888,228 1,362,443

１株当たり当期純利益(円) 75.95 86.30 73.27 113.70

総 資 産（千円) 33,348,368 33,932,122 34,017,700 34,531,212

純 資 産（千円) 19,607,122 20,285,353 20,668,442 21,612,952

(注)１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数に

より算出しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 所 在 地 主要な事業内容

株式会社へいあん

(注１)
80,000千円 100％ 平塚市桜ヶ丘

冠婚葬祭互助会の運

営、介護事業

山大商事株式会社

(注２)
100,000千円

100％

（注３）
平塚市堤町

料理の仕出し、冠婚葬

祭用品の販売

さがみライフサービス

株式会社
30,000千円 100％ 小田原市西酒匂 葬祭事業

(注) 1.当社に対して互助会会員の施行斡旋をしております。

2.当社へ料理及び返礼品を中心とした商品の納入を行っております。

3.山大商事株式会社の株式40％を株式会社へいあんを通じて間接所有しております。
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(7) 主 要 な 事 業 内 容

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（平安レイサービス株式会社）、連結子

会社３社（株式会社へいあん、山大商事株式会社、さがみライフサービス株式会社）、非連結子

会社１社（株式会社はないちりん）により構成されております。

冠 婚 事 業

当社は、「コルティーレ茅ヶ崎」（神奈川県茅ヶ崎市)、「ロイヤルマナーフォートベルジュー

ル」（神奈川県小田原市）の２拠点の婚礼施設を有し、一般個人、互助会加入者に結婚式を施行

しております。また、「サロンドプリエ」（神奈川県平塚市）では、結婚式、成人式、七五三等

の慶事用貸衣裳、写真撮影、着付け等のサービスを提供しております。

また、料理は、連結子会社山大商事株式会社を通じて、仕入れを行っております。

葬 祭 事 業

当社は、神奈川県及び東京都に「湘和会堂」16拠点、神奈川県に「カルチャーＢＯＮＤＳ」

３拠点、「湘和礼殯館」６拠点、「湘和会館」24拠点、「エンディングプレイス」２拠点の葬祭施

設を有し、一般個人、互助会加入者、法人向けに葬祭にかかる各種サービス（個人葬、社葬等）

を施行している他、自宅や寺院、集会所で葬儀施行サービス並びに仏壇仏具販売等の付帯サー

ビスを行っております。連結子会社さがみライフサービス株式会社は、神奈川県小田原市に２

拠点の葬祭施設を有し、葬儀施行サービスを行っております。

また、県内及び近隣県の葬祭事業者とパートナーシップ契約（周辺同業他社との当社施設利

用協定に基づく契約）の締結や、葬儀の小規模化に対応したノウハウを中心としたフランチャ

イズパッケージの加盟社を募集しております。

なお、通夜・忌中料理や返礼品（会葬者の香典に対するお返し品）は、連結子会社山大商事

株式会社を通じて、仕入れを行っております。

互 助 会 事 業

連結子会社である株式会社へいあんは、神奈川県湘南エリアを地盤とする冠婚葬祭互助会を

主たる事業としており、互助会加入者の募集営業並びに互助会加入者の情報管理業務を行って

おります。

そして、同社と当社は施行斡旋保証契約に基づき、同社は当社を中心として、互助会加入者

の結婚式、葬儀式の施行斡旋を行い、当社が施行役務サービスを請負っております。

介 護 事 業

連結子会社である株式会社へいあんは、神奈川県湘南エリアを中心として訪問介護、訪問看

護、介護用品の販売及びレンタルを主とした居宅介護事業、及びグループホーム６拠点、デイ

サービスを併設した高齢者向け賃貸住宅２拠点を有し、介護を中心とした高齢者向けサービス

を行っております。

そ の 他 の 事 業

上記の他に連結子会社山大商事株式会社が物流事業（諸施設への料理、返礼品等の提供）を

行っております。
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(8) 主 要 な 事 業 所

当社本社: 神奈川県平塚市桜ケ丘１番35号

営業所 : ロイヤルマナーフォートベルジュール （小田原市扇町）

コルティーレ茅ヶ崎 （茅ヶ崎市中島）

カルチャーＢＯＮＤＳ小田原 （小田原市多古）

湘和会堂小田原 （小田原市栄町）

湘和礼殯館栢山 （小田原市栢山）

湘和会館鴨宮

（湘和会館鴨宮別館及びエンディングプレイス

鴨宮 併設）

（小田原市鴨宮）

湘和会館大井 （足柄上郡大井町金手）

湘和会館岩原 （南足柄市岩原）

湘和会館二宮 （中郡二宮町中里）

湘和会館南町 （小田原市南町）

湘和会館竹松 (南足柄市竹松)

湘和会館国府津 (小田原市国府津)

カルチャーＢＯＮＤＳ平塚 （平塚市平塚）

湘和会堂平塚 （平塚市八千代町）

湘和会堂秦野 （秦野市富士見町）

湘和会堂金目 （平塚市片岡）

湘和礼殯館真土 （平塚市東真土）

湘和会館愛甲石田 （伊勢原市石田）

湘和会館渋沢 （秦野市堀西）

湘和会館伊勢原 （伊勢原市伊勢原）

湘和会館国府 （中郡大磯町国府本郷）

湘和会館田村 （平塚市田村）

エンディングプレイス秦野 （秦野市落合）

湘和会館追分 （平塚市立野町）

湘和会館鶴巻 （伊勢原市笠窪）

湘和会堂本厚木 （厚木市旭町）

湘和会館桜ヶ丘 （大和市福田）

湘和会館入谷 （座間市入谷）

湘和会館広野台 （座間市広野台）

湘和会堂茅ヶ崎 （茅ヶ崎市茅ヶ崎）

湘和会堂寒川 （高座郡寒川町岡田）

湘和会堂松浪 （茅ヶ崎市美住町）

湘和礼殯館西久保 （茅ヶ崎市西久保）

湘和会館赤松 （茅ヶ崎市赤松町）

湘和会館南湖 （茅ヶ崎市南湖）

カルチャーＢＯＮＤＳ藤沢 （藤沢市藤沢）

湘和会堂片瀬鵠沼 （藤沢市片瀬）

湘和会堂西富 （藤沢市西富）

湘和会堂六会 （藤沢市亀井野）

湘和会堂手広 （鎌倉市笛田）

湘和会堂本鵠沼 (藤沢市本鵠沼)
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湘和会堂辻堂 （藤沢市辻堂神台）

湘和礼殯館由比ガ浜 （鎌倉市由比ガ浜）

湘和会館長後 （藤沢市高倉）

湘和会館辻堂元町 （藤沢市辻堂元町）

湘和会館秋葉台 （藤沢市石川）

湘和会館北鎌倉 (鎌倉市大船)

湘和会堂町田 （町田市森野）

湘和会堂相模原 (相模原市中央区相模原)

湘和会館木曽 (町田市木曽東)

湘和礼殯館淵野辺 （相模原市中央区淵野辺）

湘和礼殯館相模大野 （相模原市南区相模大野）

サロンドプリエ （平塚市桜ヶ丘）

仏壇店３店 （小田原、平塚、藤沢)

へいあんホームケア平塚 （平塚市桜ヶ丘）

グループホーム へいあんなでしこ （平塚市撫子原）

グループホーム へいあん鴨宮 （小田原市鴨宮）

グループホーム へいあん小和田 （茅ヶ崎市小和田）

グループホーム へいあん善行 （藤沢市善行）

グループホーム へいあん荻窪 （小田原市荻窪）

ウィズリビング へいあんやはぎ （小田原市矢作）

ウィズリビング へいあん亀井野 （藤沢市亀井野）

小規模多機能型居宅介護

グループホーム へいあん片瀬鵠沼
（藤沢市片瀬）

小田原セレモニーホール

（小田原セレモニーホール別館 奏送館

併設）

（小田原市西酒匂）

成田セレモニーホール （小田原市成田）

(9) 従 業 員 の 状 況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

293（ 849 ）名 △３（ 34 ）名

(注) 従業員数は就業人員であり、パート及び嘱託は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。

(10) 主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 へ い あ ん 5,000,000千円
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発 行 可 能 株 式 総 数 52,400,000株

(2) 発 行 済 株 式 の 総 数 11,982,895株(自己株式 323,900株を除く)

(3) 株 主 数 3,924名

(4) 単 元 株 式 数 100株

(5) 大 株 主 の 状 況

株 主 名 持 株 数 ( 株 ) 持株比率 (％ )

相 馬 秀 行 2,447,412 20.42

小 余 綾 弘 産 株 式 会 社 2,195,000 18.32

光 通 信 株 式 会 社 429,400 3.58

山 田 雅 孝 367,040 3.06

山 田 た か 子 365,280 3.05

JP MORGAN CHASE BANK 385632 363,967 3.04

山 田 朗 弘 355,881 2.97

相 馬 ち ず 子 323,700 2.70

相 馬 桂 223,160 1.86

山 田 悦 子 168,000 1.40

(注)上記大株主は自己株式（323,900株）を除いて記載しております。

(6) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

― 9 ―

2025年05月28日 18時58分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締 役 会 長 相 馬 秀 行 株式会社へいあん代表取締役社長、山大商事株式会社

取締役

代表取締 役 社 長 山 田 朗 弘 株式会社へいあん取締役、山大商事株式会社取締役

取 締 役 土 屋 浩 彦 管理本部長、株式会社へいあん取締役

取 締 役 原 田 教 夫 事業本部長、さがみライフサービス株式会社代表取締

役、株式会社へいあん取締役、山大商事株式会社取締

役

取 締 役 藤 田 和 重 監査法人シドー代表社員、株式会社コペル監査役

取 締 役 芝 田 弘 美 プリズムゲート株式会社代表取締役

常 勤 監 査 役 宮 本 卓 久 株式会社へいあん監査役、山大商事株式会社監査役、

さがみライフサービス株式会社監査役

監 査 役 鳥 山 秀 弘 株式会社アップガレージグループ監査役

監 査 役 中 川 ゆき子 株式会社リーガルコーポレーション監査役

(注) 1. 社外取締役について

取締役藤田和重及び芝田弘美の両氏は、社外取締役であります。

2. 社外監査役について

監査役鳥山秀弘及び中川ゆき子の両氏は、社外監査役であります。

3. 社外取締役藤田和重氏は、公認会計士の資格を有しており、大手監査法人等の業務に携

わったことにより、豊富な専門的見地からの知識と幅広い知見を有するものであります。

4. 社外監査役中川ゆき子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであります

5. 独立役員について

当社は株式会社東京証券取引所に対して藤田和重、芝田弘美、鳥山秀弘及び中川ゆき子

の４氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

6. 当年度中の役員の異動

監査役金田一喜代美氏は、2024年６月27日付けで任期満了により退任、監査役中川ゆき

子氏は、2024年６月27日付で就任いたしました。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役及び監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結して

おり、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

(3) 役員の報酬等

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

a 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容

当社の取締役及び監査役の報酬は、株主総会で承認された各報酬総額の範囲内において、

以下のとおり方針を定めております。

・取締役

当社は取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議してお

ります。取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、世間水準及び経営内容、従

業員給与等とのバランスを考慮し決定することを基本方針としております。

取締役の個人別の報酬等について、毎年の株主総会後の取締役会において決定方針と整
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合性を慎重に検討し、会社の業績や経営内容、経済情勢等を総合的に考慮して決定されて

おります。

・監査役

監査役の報酬は、常勤・非常勤の別、監査業務の分担の状況、取締役の報酬等の内容及

び水準等を考慮し、監査役の協議により決定しております。

b 役員の報酬等に関する株主総会の決議があるときの、当該株主総会の決議年月日及び当該決議

の内容

当社の取締役の報酬限度額は、2000年10月30日開催の第31回定時株主総会において、年

額200百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は８名

です。監査役の報酬限度額は2002年６月27日開催の第33回定時株主総会において、年額30百

万円以内と決議されております。

当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

c 役員報酬等における業績連動報酬とそれ以外の報酬等の支給割合の決定方針の内容

業績連動報酬は、業績と報酬の連動性を明確にするため、各事業年度における当期純利

益の計画値に対する達成率及び前年同期実績値に対する伸長率を基に報酬の総額を算出し、

年度終了後に支給いたします。

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額

(百万円)
対象となる役

員の員数

(人)固定

報酬

業績連動

報酬

取締役

(社外取締役を除く)
107 84 22 ４

監査役

(社外監査役を除く)
７ ７ ― １

社外取締役 ５ ５ ― ２

社外監査役 ５ ５ ― ３

(注)１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．業績連動報酬等の額または数の算定の基礎として選定した業績指標の内容及び当該業

績指標を選定した理由並びに当該業績連動報酬等の額又は数の算定方法については、

「４.（3）ｃ 役員報酬等における業績連動報酬とそれ以外の報酬等の支給割合の決定

方針の内容」に記載のとおりです。

また、当年度における実績値は次のとおりであります。

当期純利益 1,232百万円

③ 役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(4) 役員等賠償責任保険契約に関する事項

① 保険契約の内容（会社役員賠償責任保険D&O Pro）

被保険者 取締役、監査役（子会社の役員を含む）

保険料 500,000円

保険期間 2025年４月５日から１年間

② 保険金の支払事由

・被保険者がその地位に基づいて行った不当な行為に起因して、保険期間中に被保険者に対し

て損害賠償請求がなされた場合に被保険者が被る損害賠償金・争訟費用。

・上記の場合に被保険者が被る損害賠償金・争訟費用を会社が補償した場合に、その補償した

損害額

保険金の支払限度額 ５億円

③ 被保険者の保険料負担割合 なし

④ 子会社の範囲

会社法に基づく子会社のすべて

(5) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

取締役藤田和重氏は、監査法人シドーの代表社員及び株式会社コペル監査役であります

が、当社との間に取引はありません。取締役芝田弘美氏は、プリズムゲート株式会社の代表

取締役でありますが、当社との間に取引はありません。監査役鳥山秀弘氏は、株式会社アッ

プガレージグループ監査役であり、監査役中川ゆき子氏は、株式会社リーガルコーポレーシ

ョン監査役でありますが、各社と当社との間に取引はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

イ. 取締役会等への出席状況及び発言状況

取締役藤田和重氏は、当期開催の取締役会14回の全てに出席、取締役芝田弘美氏は取締

役会14回全てに出席、監査役鳥山秀弘氏は、取締役会14回のうち11回出席、監査役会14

回のうち12回出席、監査役中川ゆき子氏は就任後開催された取締役会11回のうち11回出

席、監査役会10回のうち10回出席しており、いずれも議案審議等に必要な発言を適宜行っ

ております。

ロ. 社外役員の意見により変更された事業の方針又はその他の事項

該当事項はありません。

ハ. 当社の不当又は不正な業務執行に関する対応の概要

該当事項はありません。

④ 当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

⑤ ①～④の内容に対する社外役員の意見

特にありません。

５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

オリエント監査法人

（前任会計監査人：有限責任監査法人トーマツ）

（注）1．有限責任監査法人トーマツは、2024年６月27日開催の第55回定時株主総会終結の時

をもって任期満了により会計監査人を退任いたしました。また、同株主総会で新た

にオリエント監査法人が会計監査人に任命され就任いたしました。
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(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の額は以下のとおりです。

支 払 額 合 計

1．当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額 27,000千円

2．当社及び当社の子会社が会計監査人に支払う

べき金銭その他の財産上の利益の合計額
27,000千円

(注) 1. 当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬

見積りの算出根拠などについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額

について同意をしております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計を記載しております。

3. 前任監査人の追加監査報酬を含んでおりません。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社監査役会は、会計監査人の適格性、専門性、当社からの独立性等について総合的に評価

し、当社の会計監査人として重大な支障があると判断したときは、株主総会に提出する会計監

査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定めるいずれかの項目に該当す

ると認められる場合には、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

６．会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確

保するための体制

① 当社及び連結子会社（以下、「当社グループ」という）の取締役及び使用人の職務執行が法令

及び定款に適合することを確保するための体制

イ. 当社は、コンプライアンスを経営上の重要課題の一つと位置づけ、当社グループの役員及

び使用人が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を遂行するための行動

規範として、「平安グループ企業行動憲章」及び「コンプライアンスに関する基本方針」

を制定し、当社グループすべての役員及び使用人に周知する。

ロ. 全使用人に法令・定款の遵守を徹底するため、代表取締役社長を責任役員として、コンプ

ライアンスに関する規程及びマニュアルを作成するとともに、全使用人が法令・定款等に

違反する行為を発見した場合の報告体制として、当社内部監査室または外部の弁護士に通

報を行うことができる内部通報制度を構築する。

ハ. 当社は、コンプライアンス推進委員会を設置し、コンプライアンスに関連する事態が発生

した場合には、その内容・対処案が同委員会を通じトップマネジメント、取締役会、監査

役に報告される体制を構築する。

ニ. 責任役員は、コンプライアンスに関する規程に従い、担当各部署にコンプライアンス責任

者その他必要な人員配置を行い、かつコンプライアンスに関する規程等の実施状況を管

理・監督し、使用人に対して適切な研修体制を構築し、それを通じて使用人に対し、内部

通報ガイドライン及び内部通報相談窓口の周知徹底を図る。

ホ. 当社グループの取締役の職務執行については、毎月開催される当社の取締役会において報

告され、法令及び定款を遵守すべきことの周知徹底を図るとともに、各取締役に相互牽制

が働く体制をとる。また、監査役においても「監査役監査基準」に基づき当社グループの

取締役及び使用人の職務執行に関する監査を実施する。

② 当社グループの取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
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当社グループ取締役の職務の執行に係る情報・文書・電磁的媒体等の取扱いは、当社グル

ープの社内規程及びそれに関する各管理マニュアルに従い適切に保存及び管理（廃棄を含む）

の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直しを行う。

また、当社グループの取締役及び監査役は、当該各文書等を規程に従い常時閲覧できる。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 当社は、代表取締役社長に直属する部署として、内部監査室を設置し、内部監査室長がそ

の事務を管掌する。

ロ. 内部監査室は、定期的に当社グループの業務監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実

施項目に遺漏なきよう確認し、必要があれば監査方法の改訂を行う。

ハ. 内部監査室の監査により法令または定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務

執行行為が発見され、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度により、重大

なリスクが想定される場合にはコンプライアンス推進委員会及び担当部署に通報する。

ニ. 内部監査室の活動を円滑にするために、リスク管理に関する規程、関連する個別規程（業

務に関する規程、財務・経理に関する規程等)、ガイドライン、マニュアルなどの整備を

各部署に求め、また内部監査室の存在意義を全使用人に周知徹底し、損失の危険を発見し

た場合には、直ちに内部監査室に報告するよう指導する。

ホ. コンプライアンス推進委員会は、リスク管理に関する規程の整備、運用状況の確認を行う

とともに全使用人に対する研修等を企画実行する。

ヘ. 支配株主との取引については、他の取引先と同様に契約条件、市場価格を参考に公正妥当

な取引を行うものとし、非支配株主の利益を損なうことになるような取引は行わない方針

で臨む。
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④ 当社グループの取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ. 経営計画のマネジメントについては、経営方針を機軸に中期経営計画及び年度予算を策定

し、各部門ではその目標達成に向けてのアクションプランを実行することとする。また、

当社グループ各社の経営目標が当初の予定通りに進捗しているか業績報告を通じ、定期的

にレビューを行う。

ロ. 業務執行のマネジメントについては、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定

並びにその付議基準に該当するすべての事項を付議することを遵守する。また、取締役会

の機能をより強化し、経営効率を向上させるため経営会議を月２回開催し、当社グループ

各社の経営に関する重要事項の調査、検討及び実施結果の把握を行うこととする。

ハ. 日常の職務遂行に際しては、組織規程、職務権限規程等に基づき権限の委譲が行われ、各

レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行できる体制を整える。当社子会社にお

いても、当社の規程に準じた組織規程・職務権限規程等の整備を行う。

⑤ 当社子会社の取締役の職務の遂行に係る当社への報告に関する体制及び当社グループにおけ

る業務の適正を確保するための体制

イ. 当社は、当社グループの業務の適法性、企業倫理性を確保すべく「関係会社管理規程」を

定め、当社グループ全体として社会的責任を果たすべく体制を整備し、当社子会社への助

言・指導を行うとともに、一定の経営上の重要事項について子会社の取締役並びに関係部

署長より管理本部長に報告を行う。

ロ. 管理本部長は内部監査室と連携し、当社グループのリスク情報の有無を監査し、当社グル

ープ全体のリスク管理を行う。

ハ. 当社グループ各社に損失の危険が発生し、管理本部長がこれを把握した場合には、直ちに

発見された損失の危険の内容、発生する損失の程度及び当社に対する影響等について、当

社の取締役会に報告する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人の取締役

からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

イ. 監査役の職務を補助すべく、内部監査室所属員を兼務で配置する。

ロ. 監査役は、この使用人に対して監査業務に必要な事項を直接命令することができる。

ハ. 監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の同意を必要とす

る。

ニ. 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮命令下で職務を遂行しその評価につい

ては監査役の意見を聴取するものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役への報告をするための体制及び報告をしたことを理由として不利

益な扱いを受けないことを確保するための体制

イ. 当社グループの取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役に対し適

時に必要な報告及び情報提供を行うこととする。

ロ. 監査役が出席する会議、閲覧する資料、前項の報告及び情報提供としての主なものは、次

のとおりとする。

・監査役が出席する会議

ⅰ. 取締役会

ⅱ. 経営会議

ⅲ. 役付役員情報交換会

ⅳ. 経営方針説明会

・監査役が閲覧する資料等

ⅰ. 代表取締役社長が決裁するもの

ⅱ. 事故・不正・苦情・トラブルに関するもの
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・監査役に定例的に報告すべき事項

ⅰ. 経営状況

ⅱ. 財務状況

ⅲ. 内部監査報告書

ⅳ. コンプライアンス推進委員会会議録

・監査役に臨時的に報告すべき事項

ⅰ. 当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

ⅱ. 取締役の職務遂行に関する不正行為、法令・定款に違反する重大な事実

ⅲ. 内部通報制度に基づき通報された事実

ⅳ. 重要開示書類の内容

ハ. 当社は、当社グループの監査役へ報告及び情報提供を行った当社グループの役員及び使用

人に対し、当該報告・情報提供を理由として不利益な処遇を行うことを禁止し、その旨を

当社グループの役員及び使用人に周知する。

⑧ その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制及び監査役の職務の執行

について生ずる費用等の処理に関する体制

イ. 当社は、監査役の監査職務遂行を補助する体制として会計監査人及び内部監査室との緊密

な連携を図っていく。

ロ. 監査役がその職務の執行について当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払または

償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除

き、所定の手続に従い、その費用または債務を処理する。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは断固とし

て反対する。

当社グループは、上記基本的な考え方を「平安グループ企業行動憲章」に定め、当社グルー

プ役職員全員に周知徹底するとともに、平素から総務部を主管部門として、弁護士や警察及び

「神奈川県企業防衛対策協議会」等の外部専門機関とも連携し、毅然とした姿勢で組織的に対

応する体制を構築する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

① 当社及び連結子会社（以下、「当社グループ」という）の取締役及び使用人の職務執行が法令

及び定款に適合することを確保するための体制

イ. 「平安グループ企業行動憲章」及び「コンプライアンスに関する基本方針」を制定し、そ

れにより取締役及び使用人が法令及び定款を遵守しております。

ロ. 全従業員を対象として、内部通報先を記したヘルプラインのポスターを各施設に掲示し

ており、セクハラやパワハラを含めてコンプライアンスに関連する事態が発生した場合に

は、コンプライアンス推進委員会にてトップマネジメント、取締役会、監査役に報告され

る体制となっております。

ハ. 当社グループの取締役の職務執行については、毎月開催される当社の取締役会において

報告され、各取締役に相互牽制が働く体制をとっており、また、監査役においても「監査

役監査基準」に基づき当社グループの取締役及び使用人の職務執行に関する監査を実施し

ております。

② 当社グループの取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会、経営会議、並びに取締役が主催または出席する各種会議体の議事録は、事務局

部署が作成し保管・管理しております。取締役が決裁者となる社内稟議は、「文書取扱規程」

その他の社内規程に基づき、社内保管管理データベースを活用して保管・管理しておりま

す。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 代表取締役社長直属の内部監査室がその事務を管掌しており、定期的に当社グループの
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業務監査を実施し、重大なリスクが想定される場合にはコンプライアンス推進委員会及び

担当部署に通報する体制となっております。

ロ. コンプライアンス推進委員会は、リスク管理に関する規程の整備、運用状況の確認を行

うとともに全使用人に対する研修等を企画実行しております。

④ 当社グループの取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ. 経営方針を機軸に中期経営計画及び年度予算を策定し、各部門ではその目標達成に向け

てのアクションプランを実行し、当社グループ各社の経営目標が当初の予定通りに進捗し

ているか業績報告を通じ、四半期ごとにレビューを行っております。

ロ. 定例の取締役会を年15回開催し、重要事項の決定並びにその付議基準に該当するすべて

の事項を付議しており、また、経営会議を年24回開催し、当社グループ各社の経営に関す

る重要事項の調査、検討及び実施結果の把握を行っております。

⑤ 当社子会社の取締役の職務の遂行に係る当社への報告に関する体制及び当社グループにおけ

る業務の適正を確保するための体制

イ. 報告体制については、「関係会社管理規程」に定めており、当社子会社への助言・指導を

行うとともに、一定の経営上の重要事項について子会社の取締役並びに関係部署長より管

理本部長に報告を行う体制をとっております。

ロ. 管理本部長は内部監査室と連携し、当社グループ全体のリスク管理を行うとともに、当

社グループ各社に損失の危険が発生し、これを把握した場合には、直ちにその内容、程度

及び当社に対する影響等について、当社の取締役会に報告する体制をとっております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当使用人の取締役か

らの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助すべく内部監査室所属員を兼務で配置しており、監査役はこの使用人

に対して監査業務に必要な事項を直接命令しております。

なお、監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の同意を得て

行っております。

⑦ 取締役及び使用人が監査役への報告をするための体制及び報告をしたことを理由として不利

益な扱いを受けないことを確保するための体制

当社グループの取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役に対し適

時に必要な報告及び情報提供を行っており、また、当該通報者が不利益を被らないよう徹底

しております。

⑧ その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制及び監査役の職務の執

行について生ずる費用等の処理に関する体制

イ. 監査役の監査職務遂行を補助する体制として会計監査人及び内部監査室との緊密な連携

を図っております。

ロ. 監査役会は、「監査役会規則」に従い、監査の実効性を確保するため、監査役の職務執行

上必要と見込まれる費用について予算を計上しております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については

特に定めておりません。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

(注) 本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2025年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 8,214,178 流 動 負 債 1,347,131

現 金 及 び 預 金 5,725,808 買 掛 金 191,553

売 掛 金 及 び 契 約 資 産 270,235 未 払 法 人 税 等 338,576

有 価 証 券 1,893,140 未 払 消 費 税 等 92,459

商 品 及 び 製 品 38,411 リ ー ス 資 産 減 損 勘 定 14,791

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 158,761 そ の 他 709,749

そ の 他 132,185

貸 倒 引 当 金 △4,364

固 定 負 債 11,571,128

固 定 資 産 26,317,034 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 83,912

有 形 固 定 資 産 16,793,782 退 職 給 付 に 係 る 負 債 212,584

建 物 及 び 構 築 物 6,272,900 資 産 除 去 債 務 163,521

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 214,154 前払式特定取引前受金 11,070,863

器 具 及 び 備 品 165,226 長期リース資産減損勘定 5,916

土 地 9,897,908 そ の 他 34,329

建 設 仮 勘 定 243,592 負 債 合 計 12,918,259

純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 41,543 株 主 資 本 21,648,063

資 本 金 785,518

投 資 そ の 他 の 資 産 9,481,707 資 本 剰 余 金 2,838,393

投 資 有 価 証 券 5,308,282 利 益 剰 余 金 18,289,877

繰 延 税 金 資 産 480,704 自 己 株 式 △265,725

供 託 金 1,912,000 その他の包括利益累計額 △35,110

敷 金 保 証 金 1,482,747 その他有価証券評価差額金 △35,110

そ の 他 297,973

純 資 産 合 計 21,612,952

資 産 合 計 34,531,212 負 債 ・ 純 資 産 合 計 34,531,212
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連 結 損 益 計 算 書

( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

(単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,597,522

売 上 原 価 7,195,949

売 上 総 利 益 3,401,572

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,658,834

営 業 利 益 1,742,738

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 14,578

掛 金 解 約 手 数 料 24,600

受 取 家 賃 51,717

そ の 他 68,790 159,688

営 業 外 費 用

供 託 委 託 手 数 料 299

保 険 解 約 損 1,432

減 価 償 却 費 10,495

そ の 他 3,153 15,380

経 常 利 益 1,887,046

特 別 損 失

減 損 損 失 22,474 22,474

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,864,571

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 595,007

法 人 税 等 調 整 額 △92,879 502,128

当 期 純 利 益 1,362,443

非支配株主に帰属する当期純利益 －

親会社株主に帰属する当期純利益 1,362,443
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連結株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 785,518 2,838,393 17,310,887 △265,725 20,669,072

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △383,452 △383,452

親会社株主に帰属する当期純利益 1,362,443 1,362,443

自 己 株 式 の 取 得 －

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額) －

連結会計年度中の変動額合計 － － 978,990 － 978,990

当 期 末 残 高 785,518 2,838,393 18,289,877 △265,725 21,648,063

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 △630 △630 20,668,442

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △383,452

親会社株主に帰属する当期純利益 － 1,362,443

自 己 株 式 の 取 得 － －

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額) △34,479 △34,479 △34,479

連結会計年度中の変動額合計 △34,479 △34,479 944,510

当 期 末 残 高 △35,110 △35,110 21,612,952
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数………………………３社

連結子会社の名称…………………株式会社へいあん

山大商事株式会社

さがみライフサービス株式会社

② 非連結子会社の名称…………………株式会社はないちりん

③ 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由
非連結子会社（株式会社はないちりん）は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純

利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に
重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用しない非連結子会社

非連結子会社の名称…………………株式会社はないちりん

② 持分法を適用しない理由
持分法を適用しない非連結子会社（株式会社はないちりん）は当期純利益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として重要性がないため、持分法の適用から除外し
ております。

２．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社 株 式………………………移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの……………決算期末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定しております。）

市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品のうち、仏壇・仏像…………個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げ
の方法）

その他の商品、食材を除く材料…移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り
下げの方法）

材料のうち食材、貯蔵品…………最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

………………当社及び連結子会社は、定率法（ただし1998年４月１日以
降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法）によっております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産
については、３年間均等償却によっております。
(主な耐用年数)

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～10年

器具及び備品 ２～20年
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② 無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

………………当社及び連結子会社は定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産
については、３年間均等償却によっております。

③リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
当社及び連結子会社はリース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっております。
なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有
権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④長期前払費用…………………… 当社及び連結子会社は定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金…………………………当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

②役員退職慰労引当金………………当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。
なお、当社は、2005年10月28日開催の臨時取締役会の決議
に基づき2006年３月31日をもって役員退職慰労金制度の廃
止を決定し、退任時に支給することといたしました。
つきましては、2006年４月１日以降の期間に対する役員退
職慰労引当金の繰入はしておりません。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで

あります。

① 冠婚事業
冠婚事業においては、主に一般個人、互助会加入者に結婚式を施行しております。この

事業においては、婚礼施行契約業務の提供が完了した時点で収益を認識しております。
② 葬祭事業

葬祭事業においては、主に一般個人、互助会加入者、法人向けに葬祭にかかる各種サー
ビス（個人葬、社葬等）を施行しております。この事業においては、葬儀施行契約業務の
提供が完了した時点で収益を認識しております。

③ 互助会事業
互助会事業においては、神奈川県湘南エリアを地盤とする冠婚葬祭互助会を主たる業務

としております。この事業においては、互助会会員の施行が終了した時点で収益を認識し
ております。

④ 介護事業
介護事業においては、訪問介護、訪問看護、介護用品の販売及びレンタルを主とした居

宅介護事業、及びグループホーム６拠点、デイサービスを併設した高齢者向け賃貸住宅２
拠点を有し、介護を中心とした高齢者サービスを行っております。この事業においては、
各種高齢者サービスを利用した時点で収益を認識しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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② 消費税及び地方消費税の会計処理
資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等は繰延消費税額に計上

のうえ、５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては発生連結会計年度に費
用処理しております。

３．会計方針の変更に関する注記

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。法人税等の計
上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３
項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(２)ただし書
きに定める経過的な取扱いに従っております。これによる連結計算書類に与える影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連
結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計
年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度につい
ては遡及適用後の連結計算書類となっております。これによる前連結会計年度の連結計算書類に与
える影響はありません。

４．収益認識に関する注記

(1）顧客との契約から生じる収益及び当該契約から生じるキャッシュ・フローの性質、金額、時期及
び不確実性に影響を及ぼす主要な要因に基づく区分に当該収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント

その他 合計

冠婚 葬祭 互助会 介護 計

顧客との契約から

生じる収益
275,626 9,192,444 － 1,110,045 10,578,116 19,405 10,597,522

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上

高
275,626 9,192,444 － 1,110,045 10,578,116 19,405 10,597,522

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社及び連結子会社では、主に日本国内の顧客に対して、冠婚・葬祭に係る施行サービス及

び介護サービス並びにそれらの付帯サービスを提供しております。履行義務の充足時点につい

ては、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

（3）当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 顧客との契約から生じた債権及び契約資産の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権（売掛金） 242,813 270,235

契約資産 3,608 －
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契約資産は、葬祭施行契約について期末時点で商品あるいはサービス提供が完了しているが
未請求の葬儀施行サービスに係る対価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであり
ます。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との
契約から生じた債権に振り替えられます。当該葬儀施行契約に関する対価は、葬儀施行契約に
従い、翌月１日に請求し、同月中に回収しています。

② 契約負債の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

契約負債 27,092 32,875

契約負債は、施行契約に基づき、期末時点で当社及び連結子会社が顧客から前受したが、ま
だ商品またはサービスの提供が完了していない施行サービスに係る対価に関するものでありま
す。契約負債は、当該施行サービスの提供が完了し、収益認識の要件を満たした時点で、売上
高として収益計上されます。なお、契約負債は、流動負債「その他」に含まれております。

５．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており
ます。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会
計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

(1) 固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産 16,793,782 千円

無形固定資産 41,543 千円

減損損失 22,474 千円

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報
当社及び連結子会社は、原則としてプロフィットセンター等を基準として資産のグルーピング

を行っておりますが、当連結会計年度において、一部の資金生成単位に減損の兆候を識別しまし
た。

土地・建物等の時価下落や収益性低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資
金生成単位から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価格を比較することによっ
て、減損損失の認識の要否を判定します。

当該資金生成単位から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価格を比較した結
果、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価格を下回
ったため、減損損失を認識し、当該減少額22,474千円を減損損失として特別損失に計上しており
ます。

当該資金生成単位から得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、外部環境の予測や将来の
施行件数、将来の投資予測を主要な仮定としており、今後の経過によっては将来キャッシュ・フ
ローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

６．連結貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 14,389,981千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（2）担保に供している資産及び担保付債務
前払式特定取引に対する資産及び債務

供託金 1,912,000千円

有価証券及び投資有価証券 3,888,430千円

敷金保証金 926,920千円
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土地 525,058千円

建物及び構築物 129,614千円

計 7,382,022千円

上記資産については、割賦販売法第18条の３に基づき、前払式特定取引前受金
11,070,863千円の保全措置として供託等の方法により担保に供しております。

（3）圧縮記帳額
国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額は、次のとおりでありま

す。

圧縮記帳額 70,351千円

（うち建物及び構築物） 67,036千円

（うち器具備品） 855千円

（うちソフトウェア） 2,460千円

７. 連結損益計算書に関する注記

（1）減損損失
①.減損損失を認識した資産または資産グループの概要

用途 種類 場所

事業用資産 建物、車両運搬具、器具備品、未経過リース料 神奈川県藤沢市

（2）減損損失に至った経緯
当社の連結子会社である株式会社へいあんにおいて介護事業の事業計画を見直した結果、藤沢
営業所において出店時に想定していた収益が見込めなくなりました。そのため藤沢営業所資産
グループについて、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、その帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しています。

（3）減損損失の金額
当連結会計年度において、当社及び連結子会社は上記の資産グループについて、以下の減損損
失を計上しました。

建物 536 千円

車両運搬具 668 千円

器具備品 561 千円

未経過リース料 20,708 千円

合計 22,474 千円

（4）資産のグルーピング方法
当社及び連結子会社は、原則としてプロフィットセンター等を基準として資産のグルーピン

グを行っております。

（5）回収可能価額の算定方法
なお、当資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを3.6％で割り引いて算定しております。
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８．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式 12,306,795株

(2) 配当に関する事項
① 配当金支払額

（決議）
株式の
種類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通
株式

191,726 16 2024年３月31日 2024年６月28日

2024年11月７日
取締役会

普通
株式

191,726 16 2024年９月30日 2024年12月６日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2025年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案しております。

配当金の総額 215,692千円

１株当たり配当額 18円

基準日 2025年３月31日

効力発生日 2025年６月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

９．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

建物 合計

取得価額相当額 447,857千円 447,857千円

減価償却累計額相当額 414,897千円 414,897千円

減損損失累計額相当額 20,708千円 20,708千円

期末残高相当額 12,251千円 12,251千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 40,644千円

１年超 24,245千円

合計 64,890千円

リース資産減損勘定の残高

リース資産減損勘定 14,791千円

長期リース資産減損勘定 5,916千円

合計 20,708千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失相当額

支払リース料 44,146千円

減価償却費相当額 22,392千円

支払利息相当額 7,003千円

減損損失相当額 20,708千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法
・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に
ついては、利息法によっております。
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(2) オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 26,120千円

１年超 11,400千円

合計 37,520千円

１０. 金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社及び連結子会社は、主に冠婚葬祭事業の施行を行うための設備投資計画に照らして、必
要な資金は、自己資金によっております。一時的な余資は安全性の高い金融商品で運用し、投
機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、有価証券及び投資
有価証券は、国債を中心とした債券及び取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格
の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、１年以内に支払期日が到来します。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

(イ)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社及び連結子会社は営業債権について、債権管理規程に従い、各事業部における管理部

門が顧客ごとの期日及び残高の管理を行っております。
有価証券及び投資有価証券は、資金運用管理規程及び資金運用マニュアルに従い、格付の

高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。
当連結会計年度の連結決算日現在における信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資

産の連結貸借対照表価額により表されております。
(ロ)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、ま
た、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

(ハ)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社及び連結子会社は、毎月財務部が資金繰計画表を作成・更新するとともに、一定の流

動性を維持することにより、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑤ 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権は、ほとんど一般顧客に対するものであ
ります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)有価証券及び投資有

価証券
7,133,618 7,133,618 －

(2)敷金保証金 1,482,747 1,440,299 △42,448

資産計 8,616,365 8,573,917 △42,448

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
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資産
（1）有価証券及び投資有価証券

有価証券及び投資有価証券の時価については、債券は取引所の価格又は取引金融機関から
提示された価格によっております。

（2）敷金保証金
敷金保証金の時価については、差入先ごとに信用リスクを考慮した上で、将来キャッシ

ュ・フローを、無リスクの利子率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注2）「現金及び預金」「売掛金及び契約資産」「買掛金」「未払法人税等」及び「未払消費税等」
については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。また、市場価格のない株式等（連結貸借対照表価額67,804千円）は、
「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

また、供託金については、前払式特定取引前受金の保全措置等として、法務局への供託を
しているものであり、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることができません。した
がって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、金融商品の時価等
に関する事項の本表には含めておりません。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に応じて形成され
る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し
ております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

国債・地方債 7,093,930 － － 7,093,930

社債 － 39,688 － 39,688

資産計 7,093,930 39,688 － 7,133,618

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金保証金 － 1,440,299 － 1,440,299

資産計 － 1,440,299 － 1,440,299

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

国債・地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。国債・地方債等は活発な市場
で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有
する社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、
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その時価をレベル２の時価に分類しております。

敷金保証金

これらの時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等
適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定しており、レ
ベル２の時価に分類しております。

１１．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,803円65銭

(2) １株当たり当期純利益 113円70銭

１２．重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）

当社は、2025年５月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替え
て適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

（1）自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。
（2）取得に係る事項の内容

① 取得する株式の種類 当社普通株式

② 取得する株式の数 200,000株（上限）

(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合1.66％)

③ 株式取得価額の総額 150百万円（上限）

④ 自己株式取得の期間 2025年５月８日から2025年９月30日まで

⑤ 取得方法 東京証券取引所における市場買付
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貸 借 対 照 表
(2025年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 5,990,470 流 動 負 債 1,179,902

現 金 及 び 預 金 4,404,000 買 掛 金 244,927

売 掛 金 及 び 契 約 資 産 174,396 未 払 金 418,687

有 価 証 券 996,200 未 払 費 用 128,291

商 品 及 び 製 品 31,263 未 払 法 人 税 等 277,049

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 125,399 未 払 消 費 税 等 72,354

前 払 費 用 71,330 前 受 金 29,113

未 収 入 金 20,673 預 り 金 3,891

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 134,031 そ の 他 5,585

そ の 他 35,854

貸 倒 引 当 金 △2,680 固 定 負 債 5,421,720

固 定 資 産 20,953,142 関 係 会 社 長 期 借 入 金 5,000,000

有 形 固 定 資 産 14,601,434 退 職 給 付 引 当 金 165,478

建 物 4,890,527 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 83,912

構 築 物 217,034 資 産 除 去 債 務 160,383

機 械 及 び 装 置 124,449 そ の 他 11,946

車 両 運 搬 具 55,348

器 具 備 品 109,769 負 債 合 計 6,601,622

土 地 8,960,711 純 資 産 の 部

建 設 仮 勘 定 243,592 株 主 資 本 20,342,040

無 形 固 定 資 産 21,553 資 本 金 785,518

ソ フ ト ウ ェ ア 10,980 資 本 剰 余 金 2,838,393

そ の 他 10,572 資 本 準 備 金 2,838,393

投 資 そ の 他 の 資 産 6,330,155 利 益 剰 余 金 16,983,854

投 資 有 価 証 券 2,018,988 利 益 準 備 金 27,619

関 係 会 社 株 式 2,362,868 そ の 他 利 益 剰 余 金 16,956,235
出 資 金 270 別 途 積 立 金 15,875,000
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 821,413 繰 越 利 益 剰 余 金 1,081,235

長 期 前 払 費 用 798 自 己 株 式 △265,725

繰 延 税 金 資 産 446,337 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △49

敷 金 保 証 金 452,440 その他有価証券評価差額金 △49

保 険 積 立 金 224,067

そ の 他 2,971 純 資 産 合 計 20,341,990

資 産 合 計 26,943,613 負 債 ・ 純 資 産 合 計 26,943,613
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損 益 計 算 書

( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 9,181,306

売 上 原 価 6,263,178

売 上 総 利 益 2,918,128

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,520,369

営 業 利 益 1,397,758

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 115,077

賃 貸 料 収 入 45,058

業 務 受 託 収 入 53,968

受 取 家 賃 36,489

そ の 他 68,447 319,040

営 業 外 費 用

支 払 利 息 87,479

減 価 償 却 費 9,513

そ の 他 428 97,421

経 常 利 益 1,619,377

税 引 前 当 期 純 利 益 1,619,377

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 484,408

法 人 税 等 調 整 額 △97,080 387,327

当 期 純 利 益 1,232,050
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株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 785,518 2,838,393 2,838,393

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 －

当 期 純 利 益 －

別 途 積 立 金 の 積 立 －

自 己 株 式 の 取 得 －

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） －

事業年度中の変動額合計 －

当 期 末 残 高 785,518 2,838,393 2,838,393

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利 益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 27,619 15,475,000 632,637 16,135,257 △265,725 19,493,442

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △383,452 △383,452 △383,452

当 期 純 利 益 1,232,050 1,232,050 1,232,050

別途積立金の積立 400,000 △400,000 － －

自 己 株 式 の 取 得 － －

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額 (純額) － －

事業年度中の変動額合計 400,000 448,597 848,597 － 848,597

当 期 末 残 高 27,619 15,875,000 1,081,235 16,983,854 △265,725 20,342,040
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(単位：千円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算差額等
合 計

当 期 首 残 高 △208 △208 19,493,234

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △383,452

当 期 純 利 益 － 1,232,050

別 途 積 立 金 の 積 立 － －

自 己 株 式 の 取 得 － －

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 158 158 158

事業年度中の変動額合計 158 158 848,756

当 期 末 残 高 △49 △49 20,341,990
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式………………… 移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの………決算期末の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しております。）

市場価格のない株式等………移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品のうち、仏壇・仏像……個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法）

その他の商品、材料…………移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法）

貯 蔵 品………………………最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く)

………定率法（ただし1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備
は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法）によっております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につい
ては、３年間均等償却によっております。
(主な耐用年数)

建物 ３～50年

構築物 10～45年

機械装置 ８～10年

車両運搬具 ２～６年

器具備品 ２～20年

② 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く)

………定額法によっております。
(主な耐用年数)

自社利用のソフトウェア ５年

なお、自社利用のソフトウェアの耐用年数は、社内における利用
可能期間に基づくものであります。
また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につい
ては、３年間均等償却によっております。

③リース資産…………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
おります。
なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転
外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。

④長期前払費用………………定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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②退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務の見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。

③役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。
なお、2005年10月28日開催の臨時取締役会の決議に基づき2006年
３月31日をもって役員退職慰労金制度の廃止を決定し、退任時に
支給することといたしました。つきましては、2006年４月１日以
降の期間に対する役員退職慰労引当金の繰入はしておりません。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 冠婚事業
冠婚事業においては、主に一般個人、互助会加入者に結婚式を施行しております。この

事業においては、婚礼施行契約業務の提供が完了した時点で収益を認識しております。
② 葬祭事業

葬祭事業においては、主に一般個人、互助会加入者、法人向けに葬祭にかかる各種サー
ビス（個人葬、社葬等）を施行しております。この事業においては、葬儀施行契約業務の
提供が完了した時点で収益を認識しております。

２．収益認識に関する注記

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「４．収益認識

に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

３．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており
ます。

当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算
書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

減損損失の認識判定
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

土地・建物の時価下落や収益性低下等により減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要
否について検討を行った資産グループの固定資産帳簿価格は以下のとおりですが、それぞれ事業
計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループの固定資産の帳簿価額を超え
ると判断したため、減損損失は計上しておりません。

冠婚事業 ２拠点 45,343千円

葬祭事業 １拠点 2,052,683千円

計 2,098,026千円

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社は、原則としてプロフィットセンター等を基準として資産のグルーピングを行っておりま
すが、当事業年度において、一部の資金生成単位に減損の兆候を識別しました。

土地・建物等の時価下落や収益性低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資金
生成単位から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価格を比較することによっ
て、減損損失の認識の要否を判定します。

当該資金生成単位から得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、外部環境の予測や将来の
施行件数、将来の投資予測を主要な仮定としており、今後の経過によっては将来キャッシュ・フ
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ローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 229,185千円

長期金銭債権 836,413千円

短期金銭債務 165,654千円

長期金銭債務 5,000,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 12,448,167千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3) 担保に供している資産及び担保に係る債務

土 地 5,481,841千円

建 物 1,820,900千円

計 7,302,742千円

上記資産に対して根抵当権（極度額625,000千円）を設定し、関係会社長期借入金5,000,000
千円の担保に供しております。

(4) 保証債務（保証先：関係会社）

株式会社へいあん（連帯保証） 500,000千円

(5) 関係会社長期借入金5,000,000千円は、子会社である株式会社へいあんの互助会員の冠婚葬祭の
施行を 保証し、施行に際し当社所有の施設を使用する契約（施行保証及び施設利用契約）に基
づき、同社より受け入れた預り保証金であり、金融商品に係る会計基準に基づき処理しておりま
す。

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 479,638千円

仕入高 1,111,075千円

その他の営業取引高 479,819千円

営業取引以外の取引による取引高 318,163千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 323,900株
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７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

未払賞与否認額 25,030千円

未払事業税否認額 19,563千円

役員退職慰労引当金繰入限度額超過額 26,407千円

減価償却費償却限度超過額 137,009千円

減損損失損金不算入額 139,740千円

資産除去債務 50,410千円

合併受入固定資産評価損 51,597千円

その他 68,716千円

繰延税金資産小計 518,475千円

評価性引当額 △34,678千円

繰延税金資産合計 483,796千円

繰延税金負債との相殺 △37,458千円

繰延税金資産の純額 446,337千円

繰延税金負債

建設協力金利息 1,466千円

従業員保険積立金 24,186千円

資産除去債務に対応する除去費用 11,805千円

繰延税金負債合計 37,458千円

繰延税金資産との相殺 △37,458千円

繰延税金負債の純額 －千円

（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立

し、2026年４月１日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりま

した。

これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る

繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.58％から31.47％に変更し計算して

おります。この変更による影響は軽微であります。
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８．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

建物 合計

取得価額相当額 49,434千円 49,434千円

減価償却累計額相当額 45,108千円 45,108千円

期末残高相当額 4,325千円 4,325千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,454千円

１年超 6,004千円

合計 13,458千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 8,574千円

減価償却費相当額 2,471千円

支払利息相当額 2,706千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

(2) オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 26,120千円

１年超 11,400千円

合計 37,520千円
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９．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

(2) 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

(3) 子会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子
会
社

株式会社
へいあん

神奈川県
平塚市

80,000
互助会の
運営
介護事業

所有
直接
100％

資金の援助
役員の兼務

資金の借入 －
関係会社
長期借入金
(注１)

5,000,000

利息の支払
(注１)

87,479 ― －

債務保証
(注２)

500,000 ―

事務委託手
数料の受取
(注３)

48,865 未収入金 7,960

子
会
社

山大商事
株式会社

神奈川県
平塚市

100,000

仕出し料
理製造
葬祭用返
礼品販売

所有
直接
60％
間接
40％

材料の仕入
役員の兼務

貸付金の回
収
(注４)

134,031

1年以内回収
予定の関係
会社長期貸
付金
(注４)

134,031

関係会社
長期貸付金
(注４)

821,413

原材料の購入
(注３)

1,111,075 買掛金 108,711

家賃の支払
(注３)

64,176 未払金 18,537

利息の受取
(注４)

10,280 ― －

子
会
社

さがみライ
フサービス
株式会社

神奈川県
小田原市

30,000 葬祭事業
所有
直接
100％

資金の援助
役員の兼務

貸付金の回
収(注４)

9,239 ― －

利息の受取
(注４)

24 ― －

家賃の受取
(注３)

38,836 ― －

取引条件及び取引条件の方針
上記取引金額には消費税等は含まれておりません。

(注１)資金の借入については、市場金利を勘案して借入利率を合理的に決定しており、契約に基づく返済を
しております。なお、土地5,481,841千円、建物1,820,900千円を担保に提供しております。

(注２)子会社株式会社へいあんが割賦販売法第18条の３に基づき前受金保全措置として講じている互助会保
証株式会社との契約（前受業務保証金供託委託基本契約）において上記金額を限度として連帯保証を
行っております。

(注３)市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
(注４)資金の貸付については、市場金利を勘案して貸付利率を合理的に決定しており、契約に基づく回収を

しております。

(4) 兄弟会社等

該当事項はありません。
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１０．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,697円59銭

(2) １株当たり当期純利益 102円82銭

１１．重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）

当社は、2025年５月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替え
て適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

（1）自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。
（2）取得に係る事項の内容

① 取得する株式の種類 当社普通株式

② 取得する株式の数 200,000株（上限）

(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合1.66％)

③ 株式取得価額の総額 150百万円（上限）

④ 自己株式取得の期間 2025年５月８日から2025年９月30日まで

⑤ 取得方法 東京証券取引所における市場買付
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2025年５月 26日

平安レイサービス株式会社

取 締 役 会 御 中

オリエント監査法人
東 京 事 務 所

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 西 田 誠

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 田 中 力

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 髙 梨 良 紀

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、平安レイサービス株式会社の2024年４月

１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、平安レイサービス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な
相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計
算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報
告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、
構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するため
のセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2025 年 ５ 月 26 日

平安レイサービス株式会社

取 締 役 会 御 中

オリエント監査法人

東 京 事 務 所

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 西 田 誠

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 田 中 力

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 髙 梨 良 紀

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、平安レイサービス株式会社の2024

年４月１日から2025年３月31日までの第56期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違
があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤り
の兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する
可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に
見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するため
のセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第56期事業年度における取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、当期の監査役監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業
の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第 100 条第 1 項及び第3 項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

２．監査の結果
（１） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果 会計監査人オリエント監査法人の監査の方法及
び結果は相当であると認めます。

（３） 連結計算書類の監査結果 会計監査人オリエント監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

2025年５月26日
平安レイサービス株式会社 監査役会

常勤監査役 宮 本 卓 久 ㊞
社外監査役 鳥 山 秀 弘 ㊞
社外監査役 中 川 ゆ き 子 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１. 期末配当に関する事項

第56期の期末配当につきましては、安定的な配当の継続と当期の業績等を勘

案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金18円 総額215,692,110円

(2) 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年６月30日

２. 剰余金の処分に関する事項

第56期の剰余金の処分につきましては、経営の健全な発展を期し、今後の経

営環境を勘案して財務体質の強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存

じます。

(1) 増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 800,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 800,000,000円

― 46 ―

2025年05月28日 18時58分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



第２号議案 取締役６名選任の件

取締役６名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社株式数

１

相 馬 秀 行

（そうま ひでゆき）

(1958年６月20日生)

1983年11月 株式会社雅裳苑（現 当社）入社 株

1985年９月 株式会社湘和（現 当社に吸収合併）取

締役

2,447,412

1985年９月 山大商事株式会社取締役（現任)

1986年９月 株式会社雅裳苑（現 当社）常務取締役

1995年９月 株式会社へいあん取締役

1999年１月 株式会社雅裳苑（現 当社）専務取締役

2000年７月 当社専務取締役管理本部長

2007年４月 当社代表取締役専務取締役

2008年６月 当社代表取締役社長

2011年６月 株式会社へいあん代表取締役社長

(現任)

2023年６月 当社代表取締役会長(現任)

２

山 田 朗 弘

（やまだ あきひろ）

(1973年５月19日生)

1996年４月 株式会社ディスコ入社

355,881

1999年９月 株式会社へいあん入社

2004年４月 同社ヘルスケア事業部長

2006年４月 当社中央事業部長

2011年４月 当社事業本部長

2011年６月 当社取締役事業本部長

2012年６月 株式会社へいあん取締役（現任）

2013年12月 当社取締役事業本部長兼県央事業部長

2015年６月 山大商事株式会社取締役（現任）

2015年６月 当社専務取締役事業本部長兼県央事業

部長

2018年４月 当社代表取締役専務取締役管理本部長

2023年６月 当社代表取締役社長(現任)

３

原 田 教 夫

（はらだ のりお）

(1960年10月27日生)

1978年４月 自営業に従事

21,000

1985年６月 株式会社北典社入社

1993年１月 株式会社湘和(現 当社に吸収合併)入社

2011年４月 当社西事業部長

2018年４月 当社事業本部長兼県央事業部長

2019年６月 株式会社へいあん取締役(現任)

山大商事株式会社取締役(現任)

2019年６月 当社取締役(現任)

2020年１月 さがみライフサービス株式会社
代表取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社株式数

４

脇 信 一

（わき しんいち）

(1969年７月31日生)

1992年６月 株式会社湘和(現 当社に吸収合併)入社

―
2011年４月 当社湘南事業部長

2020年４月 当社中央事業部長

2025年４月 当社執行役員管理本部長(現任)

５

藤 田 和 重

（ふじた かずしげ）

(1965年３月25日生)

1989年10月 青山監査法人入所

―

1993年８月 公認会計士登録
1996年４月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法

人トーマツ）入所
2005年２月 藤田公認会計士事務所開設
2007年９月 監査法人シドー設立

同 代表社員（現任）
2015年６月 当社取締役(現任)
2020年６月 株式会社コぺル監査役（現任）

６

芝 田 弘 美

（しばた ひろみ）

（1969年５月31日生）

1992年４月 ミニストップ株式会社入社

―

1996年２月 グローバルコモンズ株式会社入社
2000年７月 有限会社大入ネット設立（現プリズム

ゲート株式会社）
同 代表取締役（現任）

2018年６月 当社取締役（現任）

(注) 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 藤田和重、芝田弘美の両氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は藤田和重、芝田弘

美の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており
ます。

3. 藤田和重氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって10年となり、芝田弘美氏
の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって７年となります。

4. 藤田和重氏は、公認会計士の資格を有し、大手監査法人等の業務に携わったことにより、豊
富な専門的見地からの知識と幅広い知見を有しており、その経験を当社の経営にいかしてい
ただくため選任をお願いするものであります。

5. 芝田弘美氏は、長年にわたりプリズムゲート株式会社の代表取締役を務められており、経営
者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経営を監督していただくとともに、当
社の経営全般に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナンス強化に寄与していただ
くため、選任をお願いするものであります。

6. 当社は、業務執行取締役を除く取締役及びすべての監査役と責任限定契約を締結できる旨を
定款で定めており、藤田和重、芝田弘美の両氏が選任された際には、両氏との間で会社法第
423条第１項の賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。
その契約内容の概要は次のとおりであります。
・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425

条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。
・上記の責任限定契約が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂

行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。
7. 当社は、会社法430条に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間に締結しており、

各候補者は当該保険契約の被保険者となります。なお、当該保険契約の内容の概要等は事
業報告11ページをご参照下さい。また、次回更新時には同様の内容での更新を予定してお
ります。
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第３号議案 監査役１名選任の件

監査役鳥山秀弘氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位
(重要な兼職の状況)

所有する
当社株式数

若林 初美

（わかばやし はつみ）

(1960年５月12日生)

1982年４月 コントロールデータジャパン株式会社

入社

1985年４月 エイボン・プロダクツ株式会社入社

1998年４月 監株式会社長谷工シニアウエルデザイ

ンライフ＆シニアハウス港北入社

2001年12月 株式会社東京海上日動サミュエル

（現 東京海上ベターライフサービス

株式会社）入社

2015年５月 株式会社ラ・パスレル代表取締役(現任)

株

―

注) 1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 若林初美氏は社外監査役候補者であります。
3. 若林初美氏を社外監査役候補者とした理由

若林初美氏は、長年、介護施設等への給食サービス事業に携わり、現在はその事業
会社の代表取締役として会社経営を担っております。監査役として求められる高い
倫理観、公正・公平な判断力に加え、当社経営に対する適正な監査を実施するのに
必要な経験及び見識を有しておられるため、社外監査役としての職務を適切に遂行
できると判断し、社外監査役候補者とするものであります。

4. 社外監査役との責任限定契約について
当社は、業務執行取締役を除く取締役及びすべての監査役と責任限定契約を締結で
きる旨を定款で定めており、若林初美氏が選任された際には、同氏との間で会社法
第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。
その契約内容の概要は次のとおりであります。
・監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第
425条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定契約が認められるのは、監査役がその責任の原因となった職務の
遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

5. 独立役員について
当社は株式会社東京証券取引所に対して若林初美氏を独立役員とする独立役員届出
書を提出しております。

6. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間に締結しており、若林初美氏が選任された際には、当該保険契約の被保険者
に含まれることとなります。なお、当該保険契約の内容の概要等は事業報告11ペー
ジをご参照下さい。また、次回更新時には同様の内容での更新を予定しておりま
す。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

法令で定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

の規定に基づき、予め補欠監査役１名を選任するものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位
(重要な兼職の状況)

所有する
当社株式数

上杉 惠理子

（うえすぎ えりこ）

(1980年７月９日生)

2007年４月 株式会社エステム入社

2011年２月 株式会社星野リゾート・マネジメント

入社

2016年３月 個人事業主開業

2024年７月 株式会社omoito 代表取締役（現任）

株

―

(注) 1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 上杉惠理子氏は社外監査役候補者であります。
3. 上杉惠理子氏を社外監査役候補者とした理由

上杉惠理子氏は、事業会社での勤務経験及び個人事業主として活動してきた和装イ
メージコンサルタント並びにマーケティング戦略コンサルタントとしてマーケティ
ングの知見を有し、現在は事業会社の代表取締役として会社経営を担っておりま
す。監査役として求められる高い倫理観、公正・公平な判断力に加え、当社経営に
対する適正な監査を実施するのに必要な経験及び見識を有しておられるため、社外
監査役としての職務を適切に遂行できると判断し、補欠の社外監査役候補者とする
ものであります。

4. 社外監査役との責任限定契約について
当社は、業務執行役員を除く取締役及びすべての監査役と責任限定契約を締結でき
る旨を定款で定めており、上杉惠理子氏が選任され監査役に就任した際には、同氏
との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。

5. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間に締結しており、上杉惠理子氏が選任され監査役に就任した際には、当該保
険契約の被保険者に含まれることとなります。なお、当該保険契約の内容の概要等
は事業報告11ページをご参照下さい。また、次回更新時には同様の内容での更新を
予定しております。

以上
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